
公庫の予算及び決算に関する法律の一部改正に伴う関係人事委員会規則の整理に関する規則をここに公布す

る。

平成20年９月12日

鳥取県人事委員会委員長 曽 我 紀 厚

鳥取県人事委員会規則第30号

公庫の予算及び決算に関する法律の一部改正に伴う関係人事委員会規則の整理に関する規則

（職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部改正）

第１条 職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和32年鳥取県人事委員会規則第10号）の一部を次

のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削る。

改 正 後 改 正 前

（人事交流等により異動した場合の号給） （人事交流等により異動した場合の号給）

第７条 新たに職員となった者のうち、人事交流等に 第７条 新たに職員となった者のうち、人事交流等に

より次に掲げる者から引き続いて職員（第３号に掲 より次に掲げる者から引き続いて職員（第３号に掲

げる者にあっては、教育職給料表(１)又は教育職給 げる者にあっては、教育職給料表(１)又は教育職給

料表(２)の適用を受ける職員に限る。）となった者 料表(２)の適用を受ける職員に限る。）となった者

の第３条から前条までの規定に基づいて定められた の第３条から前条までの規定に基づいて定められた

初任給の額が、部局内の他の職員と著しい不均衡を 初任給の額が、部局内の他の職員と著しい不均衡を

生ずる場合においては、あらかじめ人事委員会の承 生ずる場合においては、あらかじめ人事委員会の承

認を得て、別にその者の号給を決定することができ 認を得て、別にその者の号給を決定することができ

る。 る。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 国家公務員退職手当法施行令（昭和28年政令 (４) 公庫の予算及び決算に関する法律（昭和26年

第215号）第９条の２各号に掲げる法人、同令第 法律第99号）第１条に規定する公庫（以下「公

９条の４各号に掲げる法人（同令第９条の２各号 庫」という。）、国家公務員退職手当法施行令

に掲げる法人及び郵政民営化法（平成17年法律第 （昭和28年政令第215号）第９条の２各号に掲げ

97号）第166条第１項の規定により解散した旧日 る法人、同令第９条の４各号に掲げる法人（公

本郵政公社を除く。）、地方独立行政法人法（平 庫、同令第９条の２各号に掲げる法人及び郵政民

成15年法律第118号）第55条に規定する一般地方 営化法（平成17年法律第97号）第166条第１項の

独立行政法人、職員の退職手当に関する条例（昭 規定により解散した旧日本郵政公社を除く。）、

和37年鳥取県条例第51号）第９条第５項第２号に 地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第

規定する地方公社その他人事委員会がこれらに準 55条に規定する一般地方独立行政法人、職員の退

ずる法人であると認めるものに勤務する者 職手当に関する条例（昭和37年鳥取県条例第51

号）第９条第５項第２号に規定する地方公社その

他人事委員会がこれらに準ずる法人であると認め

るものに勤務する者

(５) 略 (５) 略



（通勤手当の支給に関する規則の一部改正）

第２条 通勤手当の支給に関する規則（昭和33年鳥取県人事委員会規則第21号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削る。

改 正 後 改 正 前

（給与条例第10条第５項の人事委員会規則で定める法 （給与条例第10条第５項の人事委員会規則で定める法

人） 人）

第９条の８ 給与条例第10条第５項の人事委員会規則 第９条の８ 給与条例第10条第５項の人事委員会規則

で定める法人は、次に掲げる法人とする。 で定める法人は、次に掲げる法人とする。

(１) 略 (１) 略

(２) 国家公務員退職手当法施行令第９条の４各号 (２) 国家公務員退職手当法施行令第９条の４各号

に掲げる法人（前号に掲げる法人及び郵政民営化 に掲げる法人（公庫の予算及び決算に関する法律

法（平成17年法律第97号）第166条第１項の規定 （昭和26年法律第99号）第１条に規定する公庫、

により解散した旧日本郵政公社を除く。） 前号に掲げる法人及び郵政民営化法（平成17年法

律第97号）第166条第１項の規定により解散した

旧日本郵政公社を除く。）

(３)～(５) 略 (３)～(５) 略

（期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則の一部改正）

第３条 期末手当及び勤勉手当の支給に関する規則（昭和41年鳥取県人事委員会規則第４号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削る。

改 正 後 改 正 前

（定義） （定義）

第１条の２ この規則において、次の各号に掲げる用 第１条の２ この規則において、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ 語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 る。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

(５) 一般地方独立行政法人等職員 地方独立行政 (５) 一般地方独立行政法人等職員 地方独立行政

法人法（平成15年法律第118号）第55条に規定す 法人法（平成15年法律第118号）第55条に規定す

る一般地方独立行政法人、職員の退職手当に関す る一般地方独立行政法人、職員の退職手当に関す

る条例（昭和37年鳥取県条例第51号）第９条第５ る条例（昭和37年鳥取県条例第51号）第９条第５

項第２号に規定する地方公社、公益法人等への職 項第２号に規定する地方公社、公益法人等への職

員の派遣等に関する条例（平成14年鳥取県条例第 員の派遣等に関する条例（平成14年鳥取県条例第

３号。以下「公益法人等派遣条例」という。）第 ３号。以下「公益法人等派遣条例」という。）第

10条に規定する特定法人（以下「特定法人」とい 10条に規定する特定法人（以下「特定法人」とい

う。）、国家公務員退職手当法施行令（昭和28年 う。）、公庫の予算及び決算に関する法律（昭和

政令第215号）第９条の２各号に掲げる法人、同 26年法律第99号）第１条に規定する公庫（以下

令第９条の４各号に掲げる法人（同令第９条の２ 「公庫」という。）、国家公務員退職手当法施行

各号に掲げる法人及び郵政民営化法（平成17年法 令（昭和28年政令第215号）第９条の２各号に掲

律第97号）第166条第１項の規定により解散した げる法人、同令第９条の４各号に掲げる法人（公



旧日本郵政公社を除く。）その他人事委員会がこ 庫、同令第９条の２各号に掲げる法人及び郵政民

れらに準ずる法人であると認めるものに勤務する 営化法（平成17年法律第97号）第166条第１項の

者をいう。 規定により解散した旧日本郵政公社を除く。）そ

の他人事委員会がこれらに準ずる法人であると認

めるものに勤務する者をいう。

（住居手当に関する規則の一部改正）

第４条 住居手当に関する規則（昭和49年鳥取県人事委員会規則第33号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削る。

改 正 後 改 正 前

（適用除外職員） （適用除外職員）

第２条 条例第９条の５第１項第１号の人事委員会規 第２条 条例第９条の５第１項第１号の人事委員会規

則で定める職員は、次に掲げる職員とする。 則で定める職員は、次に掲げる職員とする。

(１) 略 (１) 略

(２) 国、他の地方公共団体、地方独立行政法人法 (２) 国、他の地方公共団体、地方独立行政法人法

（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定す （平成15年法律第118号）第２条第１項に規定す

る地方独立行政法人、国家公務員退職手当法施行 る地方独立行政法人、公庫の予算及び決算に関す

令（昭和28年政令第215号）第９条の２各号に掲 る法律（昭和26年法律第99号）第１条に規定する

げる法人、同令第９条の４各号に掲げる法人（同 公庫（以下「公庫」という。）、国家公務員退職

令第９条の２各号に掲げる法人を除く。）、公益 手当法施行令（昭和28年政令第215号）第９条の

法人等への職員の派遣等に関する条例（平成14年 ２各号に掲げる法人、同令第９条の４各号に掲げ

鳥取県条例第３号。以下「公益法人等派遣条例」 る法人（公庫及び同令第９条の２各号に掲げる法

という。）第２条第１項各号に掲げる法人、公益 人を除く。）、公益法人等への職員の派遣等に関

法人等派遣条例第10条に規定する特定法人又はそ する条例（平成14年鳥取県条例第３号。以下「公

の他特別の法律により設置された法人で人事委員 益法人等派遣条例」という。）第２条第１項各号

会が定めるものから貸与された職員宿舎に居住し に掲げる法人、公益法人等派遣条例第10条に規定

ている職員 する特定法人又はその他特別の法律により設置さ

れた法人で人事委員会が定めるものから貸与され

た職員宿舎に居住している職員

(３) 略 (３) 略

（職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部改正）

第５条 職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成６年鳥取県人事委員会規則第15号）の一部を次のように改

正する。

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下この条において「移動号」という。）に対応する

同表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下この条において「移動後号」という。）が存在する場

合には、当該移動号を当該移動後号とし、移動号に対応する移動後号が存在しない場合には、当該移動号（以

下この条において「削除号」という。）を削る。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び削除号を除く。）を削る。



改 正 後 改 正 前

（年次有給休暇の日数） （年次有給休暇の日数）

第12条 略 第12条 略

２及び３ 略 ２及び３ 略

４ 条例第14条第１項第３号の国家公務員、他の地方 ４ 条例第14条第１項第３号の国家公務員、他の地方

公共団体の公務員その他人事委員会規則で定める者 公共団体の公務員その他人事委員会規則で定める者

は、次に掲げる者とする。 は、次に掲げる者とする。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 公庫の予算及び決算に関する法律（昭和26年

法律第99号）第１条に規定する公庫（以下「公

庫」という。）に使用される者

(４) 国家公務員退職手当法施行令（昭和28年政令 (５) 国家公務員退職手当法施行令（昭和28年政令

第215号）第９条の２各号に掲げる法人及び同令 第215号）第９条の２各号に掲げる法人及び同令

第９条の４各号に掲げる法人（同令第９条の２各 第９条の４各号に掲げる法人（公庫、同令第９条

号に掲げる法人及び郵政民営化法（平成17年法律 の２各号に掲げる法人及び郵政民営化法（平成17

第97号）第166条第１項の規定により解散した旧 年法律第97号）第166条第１項の規定により解散

日本郵政公社を除く。）に使用される者 した旧日本郵政公社を除く。）に使用される者

(５) 略 (６) 略

(６) 略 (７) 略

(７) 略 (８) 略

５～７ 略 ５～７ 略

（県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部改正）

第６条 県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成６年鳥取県人事委員会規則第17号）の一部を次

のように改正する。

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下この条において「移動号」という。）に対応する

同表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下この条において「移動後号」という。）が存在する場

合には、当該移動号を当該移動後号とし、移動号に対応する移動後号が存在しない場合には、当該移動号（以

下この条において「削除号」という。）を削る。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び削除号を除く。）を削る。

改 正 後 改 正 前

(年次有給休暇の日数) (年次有給休暇の日数)

第11条 略 第11条 略

２及び３ 略 ２及び３ 略

４ 条例第12条第１項第３号の国家公務員、他の地方 ４ 条例第12条第１項第３号の国家公務員、他の地方

公共団体の公務員その他人事委員会規則で定める者 公共団体の公務員その他人事委員会規則で定める者

は、次に掲げる者とする。 は、次に掲げる者とする。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 公庫の予算及び決算に関する法律（昭和26年

法律第99号）第１条に規定する公庫（以下「公



庫」という。）に使用される者

(４) 国家公務員退職手当法施行令（昭和28年政令 (５) 国家公務員退職手当法施行令（昭和28年政令

第215号）第９条の２各号に掲げる法人及び同令 第215号）第９条の２各号に掲げる法人及び同令

第９条の４各号に掲げる法人（同令第９条の２各 第９条の４各号に掲げる法人（公庫、同令第９条

号に掲げる法人及び郵政民営化法（平成17年法律 の２各号に掲げる法人及び郵政民営化法（平成17

第97号）第166条第１項の規定により解散した旧 年法律第97号）第166条第１項の規定により解散

日本郵政公社を除く。）に使用される者 した旧日本郵政公社を除く。）に使用される者

(５) 略 (６) 略

(６) 略 (７) 略

(７) 略 (８) 略

５～７ 略 ５～７ 略

附 則

この規則は、平成20年10月１日から施行する。


